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皿　王克忠教授（復旦大学、中国）
　　　　の短期招請について
政治経済学部教授　後　藤　昭八郎
　われわれが「社会主義・市場経済への転換過程における中国経済に関する研究」
をスタートさせたのは、すでに古く、数年前にさかのぼる。だが、その当時、中国
の研究者との接触の手掛かりがえられず、何とかして手掛かりをうることはできな
いものかと探し求めていた。
　ところが、幸いにして、中国復旦大学と交流を深める機会をえて、既に数年経っ
ている。以来復旦大学日本経済研究センター所長、上海市人民政治協会商会議副主
席の鄭　教授をはじめとして、陸　教授、童　講師、そして経済学部の多数の先生
方とも親しく、交流を深めていただくことができるようになった。
　復旦大学には、日本経済に大変関心をお持ちで、日本経済の研究をしておられる
先生方が大勢いらっしゃる関係もあって、明治大学での研究を希望される先生方が
多くいらっしゃる。そうした中で、さる1994年10．目1日～31日までの短期の招請
で、短い期間ではあったが、経緕学部の副学部長の要職におられる王　教授をお招
きし、明治大学はもとより、他の大学の先生方、大学院院生、学部学生多数の参加
をえて、三回にわたっての講義とゼミナールにおいて、社会主義・市場経済への転
換過程におけるE皿erging　Economyとしの中国経済の現代化のための経済政策に関す
る基本的問題を～bぐって、基調報告を拝聴し、意見を交換し、理解し、交流を深め
ることができた。
　このことは、今後のわれわれの中国経済研究にとっての貴重な基盤作りとするこ
とができたことを大変喜びとし、ご協力くださった方々に心から感謝の意を表した
いo
　王　教授の三回にわたっての講義に関しては、既に、明治大学国際交流センター
へ「王　教授講義概要」として報告しているので、ここでは、教授を囲んでのゼミ
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ナールにおいて論議の中心となった問題点を紹介しておくことにしよう。
　第一に問題となった点は、社会主義・市場経済をどう認識していくのかと言う問
題である。
　中国経済は、いま社会主義・市場経済化への転換移行の過程の真っただ中にあ
る。この転換移行の過程を進めてきた現代化政策は、このおおよそ十数年以来、資
本蓄積の弱い、すなわち中国経済が弱蓄積の段階にあるのにかかわらず、急速な多
様化構造変動を引き起こしてきたため、多くの矛盾を抱え込んできている。
　理論的な帰結として、弱蓄積の段階において多様化的構造変動を引き起こしてい
けば、明らかに、国際競争力は弱くなり、経済効率が低下し、構造的歪が生じてく
ることは明らかである。
　したがって、経済効率性を高め、インフレーションを克服し、国際競争力を強化
していくためには、中国経済は、資本蓄積を図って、強資本蓄積の段階へ向って進
行していかなければならない。それには、積極的に国際貿易に参加し、GATTに
加盟し、新産業政策を展開していかなければならない。しかし、こうした政策問題
の論議に先立って、まず、社会主義・市場経済をどのように認識していくのかと言
う問題の解明からはじめる必要がある。
　王　教授は、社会主義・市場経済を認識していくにあたって、三つの段階に分け
て説明するのが便利であるとする。
　第一段階は、1978年～1984年にかけての「権利下方、利益民間」をスローガンに
して、市場経済メカニズムの構築を目指した段階である。
　第二段階は、1985年～1992年にかけての「金融公有制」をスローガンにして、消
費経済の発展を図っていった段階である。
　第三段階は、1992年～1995年（現在）にかけての「公有制を基…盤にした社会主
義・市場経済」を目指しての転換移行の過程にある現段階である。
　この第一段階において、ひとびとの意識に「市場経済」と言う意識が形成された
重要な段階であった。第二段階においては、金融の整備が部分的に実践されて、成
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果をみており、第三段階では、経済体制の確立と法整備が求められている。
　人間の意識を変革し、金融上の改革実績を挙げていく過程において、経済政策
は、さらに一歩を進めて、1992年には、社会主義・市場経済と言う新しい経済体制
の確立を目指している。仮に、この第三段階が成功すれならば、恐らく、世界で初
めての経済発展の新しいモデルが形成されることになるものと期待されている。
　第二段階における論点は、公有制と市場経済との関連性が中心的論争点であった。
　この論争を巡って展開された一つの見方は、公有制と商品経済、すなわち社会主
義・市場経済であるが、商品経済と言うのは、私有制の許で成立するものであり、
公有制と商品経済との間には矛盾が存在するとして、両者の矛盾を主張している。
　もう一っの見方は、公有制と市場制の両立を求め、市場経済の許で、両者の結合
の可能性を探究していこうとする見解である。つまり、公有性の許での無矛盾性の
確立を主張している。
　市場経済においては、資源配分の機能をば、市場メカニズムに委ねるのである
が、社会主義的制度的概念においては、所有制と分配と言う問題を考えるとき、所
有権を二つに分けて、私有制と公有制に分け、両者を両立させるために、所有権と
使用権を分離して考えるのである。
　さらに、もう一つの考え方は、市場経済と社会主義・市場経済、っまり、計画経
済と市場経済とをどう結合していくのかと言う問題である。
　この問題についての基本的考え方には、三っある。一つは、計画を「主」とし
て、主導的役割を果すものと考え、市場を「副」として、補完的役割を果すものと
する考え方であり、二つは、計画＝市場とする考え方であり、さらに、三つは、計
画を「副」とし、市場を「主」とするさきの考え方とは逆の考え方である。
　ここで、社会主義・市場経済の展開にとって極めて重要であるのが、「計画経済
なくして、市場経済は存在せず」とする両者の統一理論であり、その構築である。
統一理論の構築に当たって、第一の考え方は、計画経済は社会主義・市場経済の中
に包含することができるとする考え方である。第二の考え方は、公有制の許におい
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ての社会主義・市場経済の展開を主張する考え方である。この考え方は、歴史的認
識に立って、歴史的認識をマクロ的認識とミクロ的認識とに分け、市場経済はミク
ロ的認識に立ち、資源の配分機能を果たす上で重視する考え方である。第三の考え
方は、社会的財の生産には、計画経済が必要であり、そのためには、市場経済が必
要不可欠であるとする考え方である。
　これらの考え方からなる論争を経て、今日、中国経済が目標としているのは、社
会主義・市場経済である。それは、計画経済の長所と市場経済の長所をそれぞれ引
き出すことによって生かし、計画経済を用いて人的・物的・資本的要素を動員し、
社会的分配、すなわち「公平」を達成しようとする考え方である。一方では、市場
経済における競争機能を重視し、競争を通じて資源の効率的配分を強化し、経済の
効率性を高めようとする考え方である。両者ともに、欠点はあるが、両者の長所を
生かし、欠点を取り除くことを目的としいる。
　要するに、計画経済をマクロ的に認識し、「公平性」を達成するためには計画経
済が必要であり、「効率性」を達成していくたあには、市場経済を積極的に活用す
べきであると言うのである。
　つぎに、中国経済における農業問題と農業の現代化に関する問題を取り挙げて、
整理していくことにしよう。
　中国農村における基本的な変化は、1970年代から始まり、約15年間に亙って起こ
ってきている。
　この変化の中の基本的変革として二つの変革が見られる。その一つは、これまで
支配的であった人民公社の解体と新しい請負制の出現である。そして他の一つは、
公有制を前提とする所有制の誕生である。
　まず、請負制の導入であるが、これは、従来の統一的経営に対する改革として、
統一的請負い制度の確立を目的としたものである。
　請負制と言うのは、それぞれの家庭の労働力に応じて、耕作する農地の面積を配
分し、農民の自由な耕作と生産を可能にすることによって、生産性の向上を図って
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いこうと言うのがその目的である。
　この請負制の許で農民は、農民の農業生産高から国家への納入分を差し引いた残
りの分を、農民自身の所有物とすることが可能になり、自分の所有物を農産物の市
場で販売していくことができるようになった。つまり、農産物の市場経済化の始ま
りである。
　こうした変革の流れは、第二次の農民解放となり、従来の人民公社による平等主
義化は後退していく中で、農村においては、第二、第三の職業を持つことも可能に
なっていった。いわゆる第二次解放と呼ばれる段階である。
　こうした一連の変化は、農民の生産意欲を急速に向上させていったので、その経
済効果は大きかった。しかし、農業請負制の普及は、中国農村に一っの大きな問題
を引き起こしている。
　第一は、農業経営規模が小規模化してきたことにより、小規模から生じてくる効
率性の低下と言う問題である。
　農業経営規模の小規模化から生じてくる中国農村における効率性低下の問題は、
短期的問題ではあるけれども、国をはじめとして、投資意欲を剃ぐようになり、農
業投資の減少による集団経営の効率性も悪化していった。
　そこで問題は、農業の改革に当たっては、工業改革が必要であると認識されるよ
うになっていった。
　工業改革が進行していけば、工業部門から農業部門の現代化への刺激が作用して
いくので、工業改革の必要性が生じ、工業改革問題が生じてくる。
　その他、これらの問題と関連して、人口成長と資源不足の問題、そして自然保
護、環境保全の問題と言った厄介な問題が、つぎつぎに生じてくるのである。
　これらの問題に対応していく政策問題として、第一に取り挙げるべきは、家庭請
負制の問題と中国農村の問題である。この問題は、将来的には請負制はどうなって
いくのかと言う問題と関連している。
　これに対して、第一に、農業株式化によって請負制を維持すべきとする主張があ
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り、農協化によって維持すべきであると言う主張あり、さらに、再び人民公社へ回
帰することによって維持すべきであるとする主張がある。
　第二には、いま、改革の時期にあるとする主張がある。
　中国農村は老齢化が進み、農業が副業化していく中で、中国農村は危機的状態に
陥っており、これをいかにして専業農業化していくかと言う重大な政策問題が残さ
れている。
　最後に、取り挙げるべき問題は、私営経済の発展と経済改革に関連しての問題で
ある。1970年から80年代にかけて、私営経済の発展がみられるのであるが、王　教
授は、私営経済の発展を三つの期に分けて説明する。
　第一期は、私営経済の出現期である。
　第二期は、私営経済の発展期である。
　第二期は、私営経済の将来に向かっての見通しである。
　私営経済の出現であるが、社会主義社会において、最初に、私営経済が出現した
のは、僅かに、108名の従業員からなる「スイカの種の生産」に始まると言われて
いる。この私営経済の状態を見て、登　氏はこの生産の仕方を積極的に擁i護するよ
うになった。その後、私営経済は、雨後の筍のように誕生していったと言われてい
る。
　私営経済は、市場経済を支える重要な支柱であるので、私営経済の発展なくして
は、市場経済の発展はありえないのである。
　その後、1990年代に入って、私営経済は急速に発展していった。中国では、個人
経営と言う概念と私営経済と言う概念とは区別されている。私営経済と言うのは、
従業員数が8名以上雇用されているときであり、8名以下の雇用のときには、個人
経営と言うのである。
　私営経済が急速に発展していった背景には、第一に、中国経済がさらに発展して
いく必要性から私営経済に対して、寛大な政策的配慮をしていく必要性があった。
第二には、個人経営が順調に成長し、発展していくことによって、個人経営が規模
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を拡大し、競争を展開しながら、生産を増大して、私営経済へと発展していった一
面もある。
　政治的要素の強い国営生産によって生産を拡大し、経済が成長し、発展してくる
と、経済は公有制生産、すなわち国営生産の限界に達するようになってくる。そう
なってくると、私有制の生産、すなわち私営経済の生産が刺激され、強い生産意欲
を持つようになる。そうなってくると、市場経済への認識が高まってくるのであ
る。しかし、中国経済では、市場経済は、まだ主導的役割を果たしているのではな
く、補完的機能を発揮しているにすぎない。
　私営経済の成長が経済発展において果たしていく経済発展効果としては、生産性
の向上が期待され、生産材の供給、商品経済の発展、経営安定効果などが期待され
ている。
　市場経済の発展は、商品経済の発展であり、さらに私営経済の発展は、第三次産
業の発展を誘発する重要因として考えられている。たとえば、私営経済における冷
凍工場の発展は、周辺地域における漁業発展への経済効果として、生産性の向上、
財政収入の増加、資本の蓄積、雇用の拡大などの効果を発揮している。また、国営
企業に対する刺激効果をももっており、国営企業との補完効果をも発揮していくこ
とをも取り挙げなければならない。
　私営経済の発展は、社会主義・市場経済発展の重要部分をなしているのである。
　私営経済発展に伴う政策問題としては、不当競争の排除、脱税の防止、健全な労
使関係の育成、私営経済の発展と環境の問題などの解決しなければならない問題が
ある。　（1995　8　10．）
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